
 

 令和７年９月３日（水）に、令和７年度第１回特別支援連携協議会

を開催しました。事務局から特別支援教育総合実践事業及び特別支援

教育に係る管内の状況についての説明と管内の取組の重点及び専門

家チーム巡回相談についての提案を行い、その後、委員による協議を

行いました。本会議の概要を紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 11月 26日 

令和７年度 

根室管内特別支援連携協議会だより 
根室管内特別支援連携協議会事務局（根室教育局） 

各委員からの意見 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ（北海道教育大学釧路校・准教授 田中委員） 

 

 

 

 

 

 

・校内支援体制の充実に向けて、教職員のニーズを踏まえ、業務負担を減らしながらも各教員の専門性

を高められる研修内容、方法を工夫していくことが大切である。 

・個別の教育支援計画は、保護者と作成することで様々な情報共有が行われ、適切な支援につながるこ

とから、作成段階から活用が始まっていると言うことができる。 

・個別の教育支援計画のフォーマットを統一することなど、校種間や関係機関との連携において、どの

ような工夫があるとうまくいくか、関係者が本音で話せる場をつくるとよい。 

協議「特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒への切れ目ない支援に向けた体制整備について」 

・教育と福祉の間で地域の資源、事業所等の役
割などを相互に理解することで、児童生徒へ
の切れ目のない支援に向けた体制整備がさら
に進むものと考えられる。 

・教員の特別支援教育に関する専門性にはばらつ
きがあると感じる。支援の質を均一にするため
にも、教員の専門性を全体的に底上げすること
が必要である。 

・各園、各学校、各組織内での情報共有はできて
いるが、学校段階間や学校と関係機関との情報
共有を一層強化する必要がある。 

 

・根室管内の学校では、個々の教員による支援に
とどまらず、学校全体で組織的に支援に取り組
む姿勢が定着している。特別支援教育コーディ
ネーターだけではなく、管理職が、パートナー・
ティーチャーからの助言内容を把握し、支援の
継続や見直しを指示しているケースも多く見
られる。 

【令和７年度根室管内特別支援連携協議会 取組の重点】 

 特別支援教育に係る国や道の方針、根室管内教育推進の重点等を踏まえ、令和７年度の根室管内特別支

援連携協議会の取組の重点は以下としました。 

 

 

 

 

①管理職や特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制の充実 

②幼小中高の切れ目ない校種間連携と、各学校段階における関係機関との連携に向けた個別の教育支援計

画の効果的な活用 

・ハローワークでは、各学校の依頼に応じて就労
支援について説明することができる。 

・特別な支援を必要とする児童生徒に起きている
問題に対して、当該の児童生徒への支援だけで
は解決することができない場合がある。そのよ
うな場合は、学校を含む教育の担当者と保健福
祉の担当者が連携して家族全体をサポートし
ていくことが重要となる。 

・小学校や中学校、中学校から高等学校への進学、
あるいは特別支援学校への転学といった移行
期において、本人や保護者の意向を踏まえつ
つ、適切な支援を決定し、円滑に引き継ぐこと
が必要である。 

・放課後等デイサービスでは、学校から指導方
針や内容、児童生徒の様子を、例えば送迎の
際などに教えてもらえると、放課後等デイサ
ービスでの適切な支援に繋げられる。 


